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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成24年
４月１日
至平成24年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（千円） － － 198,833399,562903,449

経常利益又は経常損失（△）（千円） － － 3,785△1,155,565△82,466

中間純利益又は当期純損失（△）（千円） － － 22,770△1,478,753△81,428

中間包括利益又は包括利益（千円） － － △93,355△1,416,220△58,761

純資産額（千円） － － 101,816213,967155,172

総資産額（千円） － － 1,602,9903,734,3261,865,678

１株当たり純資産額（円） －　 －　 5.18 22.03 15.98

１株当たり中間純利益金額又は当期純損失

金額（円）
－ － 1.84 △161.18 △8.38

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 6.4　 5.7 8.3

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
－ － △121,798△1,005,912△75,701

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
－ － 91,853822,787681,147

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
－ － 40,000184,069△372,950

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残

高（千円）
－ － 309,72867,175299,673

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）（人）

－

－

－

－

17

(3)

12

(3)

11

(5)

（注）１．売上高には消費税を含んでおります。

２．第54期中より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

３．潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成24年
４月１日
至平成24年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

営業収益又は売上高（千円） － － 16,394188,824235,097

経常利益又は経常損失（△）（千円） － － 20,626△1,372,41259,386

中間純利益又は当期純損失（△）（千円） － － 39,173△1,703,858△213,561

資本金（千円） － － 1,887,8601,867,8601,867,860

発行済株式総数（株） － － 19,714,0009,714,0009,714,000

純資産額（千円） － － △14,758225,78722,247

総資産額（千円） － － 860,6732,599,2731,109,079

１株当たり純資産額（円） － － △0.75 23.24 2.29

１株当たり中間純利益金額又は当期純損失

金額（△）（円）
－ － 3.17 △185.72△21.99

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － －

自己資本比率（％） － － △1.7 8.6 2.0

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）（人）

－

－

－

－

15

(2)

12

(3)

9

(5)

（注）１．営業収益には、消費税を含んでおります。　

２．第54期中より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容に重要な変更はありません。 

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

　　前事業年度末において、その他の関係会社であったレッドホースアソシエイツ株式会社は、平成24年11月１日に実施

した第三者割当増資により弊社の親会社になりました。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成24年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

投融資事業 0〔2〕

不動産事業 6〔0〕

コンシューマー事業及び地域活性化事業 3〔1〕

全社（共通） 9〔0〕

合計 17〔3〕

（注）１.　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

　　　２.　セグメントにおける従業員数の内訳では、異なるセグメントを兼務している従業員数をそれぞれ算入しており

ますので、内訳総数と合計人員数は異なっております。

３.　全社（共通）は、財務経理及び人事総務等のコーポレート本部の従業員であります。

　

(2）提出会社の状況

 平成24年９月30日現在

従業員数（人） 15〔2〕

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

　

　

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。なお、連結子会社であるインシグノ

パートナーズ㈱及びRHトラベラー北海道㈱、その他４社には、労働組合はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間における我が国経済は、東日本大震災の影響による低迷から立ち直り、個人消費の持ち直しも

相俟って全体的に回復基調で推移しました。しかしながら、一方で欧州の債務危機問題の長期化や中国との尖閣問

題等懸念すべき問題も多く、先行き不透明な状況が強まってまいりました。

　このような経営環境のもと、当中間連結会計期間の経営成績につきましては、売上高は198百万円となりましたが、

売上原価の高止まり等から営業損失は151百万となりました。しかし、投資事業組合運用益106百万円、利息返還損失

引当金戻入額34百万円、貸倒引当金戻入額41百万円を営業外収益に計上したことなどから、当中間連結会計期間の

中間純利益は22百万円となりました。

　セグメント別の業績は、次のとおりであります。　

（投融資事業） 

　企業金融に係る営業貸付金残高は、70百万円減少し294百万円となりました。また消費者金融事業に係る営業貸付

金残高は、75百万円減少し192百万円となりました。この結果、当中間連結会計期間の売上高16百万円となりました。

（不動産事業）

　不動産賃貸事業売上78百万円、不動産販売売上91百万円となりました。この結果、当中間連結会計期間の売上高は

170百万円となりました。

（コンシューマー事業及び地域活性化事業）　

　商品売上高13百万円となりました。

　これにより、当中間連結会計期間の売上高は198百万円、営業損失151百万円となりました。

  なお、当中間連結会計期間は中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりま

せん。

　　　

(2）キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、309百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであります。

 （営業活動によりキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、121百万円の支出となりました。これは、主に

支出の増加要因として、貸倒引当金の減少額52百万円、利息返還損失引当金の減少額134百万円、投資事業組合運用

益138百万円を計上したことに対し、支出の減少要因として、税金等調整前中間純利益23百万円、営業投資有価証券

評価損27百万円、営業貸付金の減少額144百万円を計上したことなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、91百万円の収入となりました。これは、主に

収入の増加要因として、貸付金の回収による収入25百万円、投資事業組合からの分配金による収入69百万円を計上

したことなどによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、40百万円の収入となりました。これは収入の

増加要因として株式の発行による収入40百万円を計上したことによるものであります。　

　なお、当中間連結会計期間は中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりま　

せん。
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２【営業活動の状況】

(1）売上高の内訳

　　当中間連結会計期間の売上高をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

投融資事業 企業金融貸付利息 0　 －％

　 消費者金融貸付利息 8,273　 －％

　 償却債権取立益 6,777　 －％

　 その他 31 －％

　 計 15,082 －％

不動産事業 サブリース収入 78,227　 －％

　 不動産売上高 91,798　 －％

　 計 170,026　 －％

コンシューマー

事業及び地域活

性化事業

商品売上高 13,725 －％

 計 13,725 －％

合計 198,833 －％

（注）1 セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　2 第54期中より中間連結財務諸表を作成しているため、前年同期比については記載しておりません。

　

(2）営業投資有価証券の投資残高

項目

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日）

社数（件） 金額（千円） 社数（件） 金額（千円）

株式等 6 67,748 6 39,788

合計 6 67,748 6 39,788

（注）営業投資有価証券の投資額は505,216千円であり、営業投資有価証券評価損465,428千円を控除して表示しており

　　　ます。

　     　

(3）営業貸付金の内訳

項目

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日）

　
当中間連結会計期間
（自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日）

　
口座数（先） 金額（千円） 口座数（先） 金額（千円）

企業金融事業 4 365,080 3 294,700

消費者金融事業 1,677 267,178 1,222 192,863

合計 1,681 632,258 1,225 487,563
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３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間においては、当社グループが対処すべき課題についての重要な事項はありません。

　 

４【事業等のリスク】

　　　継続企業の前提に関する重要事象等

　当社グループは、過年度より継続して営業損失を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。 

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。 
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　なお、文中の将来に関する事項は、半期報告書提出日（平成24年12月26日）現在において当社グループが判断したも

のであります。

　

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの中間連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成さ

れております。この中間連結財務諸表の作成にあたっては、貸倒引当金、利息返還損失引当金、退職給付引当金等の

計上について見積り計算を行っており、その概要については、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」に記載しております。

　

(2）財政状態の分析

　当社グループの当中間連結会計期間の財政状態は、総資産が1,602百万円、自己資本が101百万円となり、自己資本

比率は6.4％となりました。

①　資産の状況

　企業向け融資事業に係る営業貸付金が294百万円、撤退を指向している消費者金融事業に係る営業貸付金が192

百万円、営業貸付金総額で487百万円となったことにより資産の減少に影響を及ぼしております。

②　負債の状況

　負債総額の減少は利息返還損失引当金が134百万円、繰延税金負債が70百万円減少したことが主因であります。

③　自己資本の状況

　平成24年8月13日に40百万円を増資し、資本金に20百万円、資本剰余金に20百万円をそれぞれ計上し、また中間純

利益を22百万円計上しましたが、その他有価証券評価差額金が116百万円減少したため、自己資本が減少しており

ます。

　

(3）経営成績の分析

　当中間連結会計期間における売上高は198百万円となり、営業損失は151百万円、経常利益は3百万円、中間純利益は

22百万円となりました。

　

①　売上高

　撤退を指向している消費者金融事業に係る営業貸付金利息は8百万円、となりました。また、不動産売上高は170

百万円、コンシューマー事業及び地域活性化事業商品売上高13百万円となり、売上高は198百万円となっておりま

す。

②　売上原価

　売上原価の内訳は、賃貸事業売上原価76百万円、不動産売上原価85百万円、その他は6百万円であります。

③　販売費及び一般管理費

　販売費及び一般管理費の主な内訳は、人件費83百万円、支払手数料22百万円、その他76百万円であります。

④　営業外収益、営業外費用

　営業外収益は186百万円となり、その主なものは投資事業組合運用益106百万円、貸倒引当金戻入額41百万円、利

息返還損失引当金戻入34百万円であります。

　また、営業外費用は30百万円となり、その主なものは営業投資有価証券評価損27百万円であります。

⑤　特別利益、特別損失

　特別利益は31百万円であります。その内訳は投資事業組合運用益31百万円であります。特別損失は12百万円であ

り、その内訳は課徴金12百万円であります。
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(4）事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析、検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善させ

　　るための対応策

　当社グループは、過年度より継続して営業損失を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　当社グループといたしましては、以下の施策の実行により業績の回復に努め、当該状況の解消を目指してまいりま

す。

１．今後の展開

(1) 不動産事業

　主に商業施設サブリース及びこれに付帯するテナント管理・運営を行っておりますが、不動産事業の多角化

により収益力のアップを図ります。具体的には、「リースバック事業」を柱として仕入強化および販売拡大を

行い、業績向上と黒字転換を目指してまいります。

(2) コンシューマー事業及び地域活性化事業

　平成24年３月にRHトラベラー北海道株式会社を立ち上げ、北海道民への旅行関連グッズ並びに海外お土産の

カタログ販売を行っております。また、中国への販売用北海道産商品の開発を行い、売上の拡大を目指してま

いります。

(3) 投融資事業（投資部門）

　当社グループが培ってきた経験およびネットワークを最大限活用し、日本並びに中国への投資を積極的に

行ってまいります。また、中長期投資の対象としてきた既存の投資先については、企業価値・将来性を見極め

つつ出口戦略の意思決定を速やかに行い、キャッシュフローの改善を図り、これにより得た投資資金を即効性

の高い新たな投資案件に再投資するなどし、投資・回収をバランス良く進めてまいります。

２．経営体質の強化

(1) 組織の再編

　当社グループは、事業構造改革を強力且つスピーディに推進する経営体制を確立すべく経営陣を入れ替え、

経営体制を強化するための布陣とする予定であります。

(2）執行役員制度の導入

　当社グループは、平成24年4月1日より執行役員制度を導入し、各執行役員の権限と責任を明確にして、機動的

な事業運営を行ってまいります。

(3) 経費削減

　各事業の収益基盤を確保するとともに、収益バランスから適正人員の見直しを適宜図り、生産性を高める人

員配置を実践することにより、安定的な利益を確保するための費用の圧縮を行ってまいります。

(4) 財務戦略

流動性資金の運用として、各事業の資金計画に基づくポートフォリオを基に、効率的な資金運用と管理を徹

底してまいります。

　なお、当中間連結会計期間は中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っており

ません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　該当事項はありません。 

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間

発行可能株式総数（株）
（平成24年９月30日）　

提出日現在
発行可能株式数（株）
（平成24年12月26日）　

普通株式 30,000,000 29,999,900

Ａ種種類株式 0 100

計 30,000,000 30,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間

末現在発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成24年12月26日）

　
上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

　

内容

普通株式 19,714,000 0 非上場  (注1)(注2)(注4)

Ａ種種類株式 0 15 非上場 　(注3)

計 19,714,000 15 － －

（注）１．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２．単元株式数は千株であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成24年８月13日 10,000 19,714 20,0001,887,86020,0001,428,930

　(注)１. 有償第三者割当　

　　　    発行価格４円　

　　　    資本組入額２円

　　　    割当先　レッドホースアソシエイツ株式会社　

　２．平成24年11月1日付けで、普通株式との交換により発行しております。　

　３．平成24年11月1日付けで、発行済みの普通株式はＡ種種類株式との交換により全て自己株式となり、

　 　 同日付けで、全て消却しております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

レッドホースアソシエイツ株式会社 東京都千代田区麹町１丁目10番地 12,443 63.12

テイボン・バリューアップ１号投資

事業組合
東京都千代田区麹町１丁目10番地 1,129 5.73

THE BANK OF EAST ASIA,LTD.,

HONGKONG

10 DES VOEUX ROAD CENTRAL,HONGKONG,

HONGKONG
905 4.59

ガイア・パートナーズ合同会社 東京都中央区日本橋室町３丁目２－９ 377 1.91

笠井　秀美 北海道札幌市清田区 300 1.52

斉藤　竜之介 沖縄県糸満市 250 1.27

大西　幸四郎 東京都杉並区 240 1.22

安田　宏幸 大阪府大阪市生野区 140 0.71

谷口　昌代 京都府与謝郡与謝野町 130 0.66

鶴谷　亮 宮城県加美郡色麻町 119 0.60

計 － 16,033 81.33

（注）１　「所有株式数」は、千株未満を切り捨てて表示しております。

２　「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点第３位以下を四捨五入して表示しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

74,000

－
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

完全議決権株式（その他）
普通株式　　　     

19,632,000
19,632 同上

単元未満株式
普通株式 　

8,000
－ 同上

発行済株式総数      19,714,000 － －

総株主の議決権 － 19,632 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式40株が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成24年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

ＲＨインシグノ株式会社

札幌市中央区北一条西四丁目

２番２号札幌ノースプラザ１

１Ｆ

74,000 － 74,000 0.38

計 － 74,000 － 74,000 0.38

 

２【株価の推移】

　当社株式は非上場でありますので、記載しておりません。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員

　　　　該当者はおりません。

 

(2）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

 取締役  常務執行役員COO 小野沢　隆 平成24年７月24日

 

(3）役職の異動

　　　　該当者はおりません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号）及び「特定金融会社等の整理に関する内閣府令」（平成11年総理府・大蔵省令第32号）に基づいて作成

しております。

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）及び「特定金融会社等の整理に関する内閣府令」（平成11年総理府・大蔵省令第32号）に基づいて作成して

おります。

　

(3)当社は前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年

９月30日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）の中間

財務諸表は作成しておりません。従いまして、前中間連結会計期間及び前中間会計期間との対比は行っておりませ

ん。　

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（平成24年４月１日から平成24年９

月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間会計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）の中間財務諸

表について、東京第一監査法人により中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】
（１）【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 299,673 309,728

営業貸付金 ※2, ※3
 632,258

※2, ※3
 487,563

営業投資有価証券 67,748 39,788

未収入金 509,237 507,000

販売用不動産 340,441 339,261

前払費用 10,883 10,856

未収収益 14,110 12,095

その他 27,559 1,119

貸倒引当金 △373,338 △320,927

流動資産合計 1,528,573 1,386,486

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 16,898 16,898

減価償却累計額 △3,664 △5,083

建物及び構築物（純額） 13,233 11,814

車両運搬具 2,240 4,540

減価償却累計額 △2,218 △2,623

車両運搬具（純額） 22 1,917

器具及び備品 16,631 17,130

減価償却累計額 △11,288 △12,109

器具及び備品（純額） 5,343 5,021

有形固定資産合計 18,598 18,752

無形固定資産

その他 4,944 4,312

無形固定資産合計 4,944 4,312

投資その他の資産

投資有価証券 166,819 49,196

関係会社株式 8,000 8,000

破産更生債権等 1,279 938

差入保証金 122,163 122,173

その他 1,676 1,650

貸倒引当金 △1,279 △938

投資その他の資産合計 298,659 181,020

固定資産合計 322,202 204,085

繰延資産

開業費 14,902 12,418

繰延資産合計 14,902 12,418

資産合計 1,865,678 1,602,990
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

短期借入金 4,641 4,641

未払金 27,672 19,199

未払費用 7,913 2,578

未払法人税等 4,612 3,908

前受金 10,477 10,896

その他 1,624 4,837

流動負債合計 56,942 46,063

固定負債

社債 50,000 50,000

利息返還損失引当金 924,913 790,826

退職給付引当金 6,251 6,730

出資預り金 500,000 500,000

長期預り敷金 102,065 107,553

繰延税金負債 70,333 －

固定負債合計 1,653,563 1,455,110

負債合計 1,710,506 1,501,173

純資産の部

株主資本

資本金 1,867,860 1,887,860

資本剰余金 1,408,930 1,428,930

利益剰余金 △3,237,485 △3,214,714

自己株式 △33 △33

株主資本合計 39,271 102,041

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 116,177 △1

為替換算調整勘定 △276 △222

その他の包括利益累計額合計 115,900 △224

純資産合計 155,172 101,816

負債純資産合計 1,865,678 1,602,990
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】
【中間連結損益計算書】

（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 198,833

売上原価 168,394

売上総利益 30,439

販売費及び一般管理費 ※1
 182,350

営業損失（△） △151,910

営業外収益

利息返還損失引当金戻入額 34,244

投資事業組合運用益 106,731

貸倒引当金戻入額 41,328

その他 3,922

営業外収益合計 186,227

営業外費用

営業投資有価証券評価損 27,960

その他 2,571

営業外費用合計 30,531

経常利益 3,785

特別利益

投資事業組合運用益 31,820

特別利益合計 31,820

特別損失

課徴金 12,000

その他 20

特別損失合計 12,020

税金等調整前中間純利益 23,585

法人税、住民税及び事業税 815

法人税等合計 815

少数株主損益調整前中間純利益 22,770

中間純利益 22,770
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【中間連結包括利益計算書】
（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前中間純利益 22,770

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △116,179

為替換算調整勘定 53

その他の包括利益合計 △116,125

中間包括利益 △93,355

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △93,355

少数株主に係る中間包括利益 －
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,867,860

当中間期変動額

新株の発行 20,000

当中間期変動額合計 20,000

当中間期末残高 1,887,860

資本剰余金

当期首残高 1,408,930

当中間期変動額

新株の発行 20,000

当中間期変動額合計 20,000

当中間期末残高 1,428,930

利益剰余金

当期首残高 △3,237,485

当中間期変動額

中間純利益 22,770

当中間期変動額合計 22,770

当中間期末残高 △3,214,714

自己株式

当期首残高 △33

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 △33

株主資本合計

当期首残高 39,271

当中間期変動額

新株の発行 40,000

中間純利益 22,770

当中間期変動額合計 62,770

当中間期末残高 102,041
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（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 116,177

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△116,179

当中間期変動額合計 △116,179

当中間期末残高 △1

為替換算調整勘定

当期首残高 △276

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

53

当中間期変動額合計 53

当中間期末残高 △222

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 115,900

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△116,125

当中間期変動額合計 △116,125

当中間期末残高 △224

純資産合計

当期首残高 155,172

当中間期変動額

新株の発行 40,000

中間純利益 22,770

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△116,125

当中間期変動額合計 △53,355

当中間期末残高 101,816
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 23,585

減価償却費 3,255

貸倒引当金の増減額（△は減少） △52,752

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △134,087

退職給付引当金の増減額（△は減少） 479

固定資産除却損 20

営業投資有価証券評価損 27,960

投資事業組合運用損益（△は益） △138,552

受取利息及び受取配当金 △379

支払利息 △2

為替差損益（△は益） △363

営業貸付金の増減額（△は増加） 144,695

販売用不動産の増減額（△は増加） 1,179

破産更生債権等の増減額（△は増加） 340

その他 3,963

小計 △120,653

利息及び配当金の受取額 379

法人税等の支払額 △4,660

その他 3,136

営業活動によるキャッシュ・フロー △121,798

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,798

投資事業組合からの分配金による収入 69,661

貸付金の回収による収入 25,000

その他 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー 91,853

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 40,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 40,000

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,054

現金及び現金同等物の期首残高 299,673

現金及び現金同等物の中間期末残高 309,728
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【継続企業の前提に関する事項】

当中間連結会計期間
（自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日）

　当社グループは、当中間連結会計期間に純利益を計上いたしましたが、過年度より継続して営業損失も計上しておりま

す。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。　

　当社グループといたしましては、以下の施策の実行により業績の回復に努め、当該状況の解消を目指して参ります。１．

今後の展開

　(1) 不動産事業　

　　　主に商業施設サブリース及びこれに付帯するテナント管理・運営を行っておりますが、不動産事業の多角化により収

益力のアップを図ります。具体的には、「リースバック事業」「戸建分譲事業」を柱として仕入強化および販売拡大

を行い、業績向上と黒字転換を目指して参ります。

　(2) コンシューマー事業及び地域活性化事業

　　　平成24年３月にRHトラベラー北海道株式会社を立ち上げ、北海道民への旅行関連グッズ並びに海外お土産のカタ

　　ログ販売を行っております。また、中国への販売北海道産商品の開発を行い売り上げの拡大を目指して参ります。　　　　　

　　

 （3）投融資事業（投資部門）

　　　当社グループが培ってきた経験およびネットワークを最大限活用し、日本並びに　中国への投資を積極的に行って参

ります。また、中長期投資の対象としてきた既存の投資先については、企業価値・将来性を見極めつつ出口戦略の意

思決定を速やかに行い、キャッシュフローの改善を図り、これにより得た投資資金を即効性の高い新たな投資案件に

再投資するなどし、投資・回収をバランス良く進めて参ります。

２．経営体質の強化

　(1) 組織の再編

　　　当社グループは、事業構造改革を強力且つスピーディに推進する経営体制確立すべく経営陣を入れ替え、経営体

　　制を強化するための布陣とする予定であります。

 （2）執行役員制度の導入

　　　当社グループは、平成24年4月1日より執行役員制度を導入し、各執行役員の権限と責任を明確にして、機動的な

　　事業運営を行ってまいります。

　(3) 経費削減

    　各事業の収益基盤を確保するとともに、収益バランスから適正人員の見直しを適宜図り、生産性を高める人員配

　　置を実践することにより、安定的な利益を確保するための費用の圧縮を行ってまいります。

　(4) 財務戦略

      流動性資金の運用として、各事業の資金計画に基づくポートフォリオを基に、効率的な資金運用と管理を徹底し

    てまいります。　

　

　しかし、これらの対応策を実行している途上であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま

す。なお、中間連結財務諸表は、継続企業を前提に作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を中間

連結財務諸表に反映しておりません。
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
当中間連結会計期間

（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　　6社

主要な連結子会社の名称

・インシグノパートナーズ株式会社

・RHトラベラー北海道株式会社

(2）非連結子会社の数　　1社

・株式会社リーパック・ファーストファンド

連結の範囲から除外した理由

　総資産、売上高、中間純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性が低いためであります。

２．持分法の適用に関する事項 (1）持分法を適用した関連会社数　　0社

(2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称

・株式会社リーパック・ファーストファンド

・日本セキュリティ・テクノロジー・アンド・リサーチ株式会社

持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、それぞれ中間純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性が低いためであります。

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項

　連結子会社のうち、Wealth Sky Asia Ltd.の中間決算日は６月30日、一般社団法

人リーパック・プロパティーズの中間決算日は７月31日であります。中間連結財

務諸表の作成に当たっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　また、連結子会社のうち、株式会社リーパックセカンドファンド、株式会社エイム

オーエス住宅ファンドの中間決算日は１月31日であります。中間連結財務諸表の

作成に当たっては、中間連結決算日現在で実施した仮決算に基づく中間財務諸表

を使用しております。

　なお、その他の連結子会社の中間会計期間の末日は、中間連結決算日と一致して

おります。

４　会計処理基準に関する事項

(1）有価証券の評価基準及び評価

方法

　

関係会社株式

　移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法により算定）によっております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

　ただし、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引

法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、持分相当額を

純額で取り込む方法によっております。

(2）たな卸資産の評価基準及び評

価方法

　

販売用不動産

　個別法による原価法（中間貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）によっております。

(3）デリバティブの評価基準及び

評価方法

時価法によっております。

　

(4）固定資産の減価償却の方法

　

・有形固定資産

建物（建物付属設備を除く）

①　平成10年３月31日以前に取得したもの

　旧定率法によっております。

②　平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの

　旧定額法によっております。

③　平成19年４月１日以降に取得したもの

　定額法によっております。
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項目
当中間連結会計期間

（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

(4）固定資産の減価償却の方法

　

建物以外

①　平成19年３月31日以前に取得したもの

　旧定率法によっております。

②　平成19年４月１日以降に取得したもの

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　６～50年

車両運搬具　　　６年　

器具及び備品　　４～20年

　また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額ま

で償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

・無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

・長期前払費用

　均等償却しております。

(5）繰延資産の処理方法

　

開業費

　５年間で均等償却しております。

(6）重要な引当金の計上基準

　

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

②　利息返還損失引当金

　利息制限法超過利息の返還による損失に備えるため、過去の返還実績に基づく

返還見込額を計上しております。

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当中間連結会計期間末の退職給付債務（簡便

法による中間期末自己都合要支給額）を計上しております。

(7）重要な収益の計上基準

　

営業貸付金利息

　営業貸付金利息は、発生基準により計上しております。

　なお、営業貸付金に係る未収利息については、利息制限法利率又は当社約定利率

のいずれか低い方により計上しております。

 (8）中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日または償還日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な投資からなっております。　

 (9）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

　税込方式によっております。

　 　

 

【追加情報】

当中間連結会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当中間連結会計期間
（平成24年９月30日）

　１  偶発債務　　　　　　　　

　     訴訟事件

 　　 当社の連結子会社であるインシグノパートナーズ

　　株式会社は、平成23年３月10日、東京地方裁判所に

　　おいて、原告日本エイム株式会社から、委任契約上

　　の善管注意義務違反及び不法行為に基づく損害賠償

　　訴訟を提起されています。なお、現在継続審議中で

　　あり、当社グループが負担することになる損害の有無、損

害金については、現時点で予測することは困

　　難であります。

※２　不良債権の状況

破綻先債権　

延滞債権　

３カ月以上延滞債権　

貸出条件緩和債権

－千円　

365,080千円　

37,659千円　

93,481千円　　　

　　　計　　　　　　　　　　　　　　　 496,220千円

  １　偶発債務

　　   訴訟事件

　    当社の連結子会社であるインシグノパートナーズ

　　株式会社は、平成23年３月10日、東京地方裁判所に

　　おいて、原告日本エイム株式会社から、委任契約上

　　の善管注意義務違反及び不法行為に基づく損害賠償

　　訴訟を提起されています。なお、現在継続審議中で

　　あり、当社グループが負担することになる損害の有無、損

害金については、現時点で予測することは困

　　難であります。

※２　不良債権の状況　

破綻先債権　

延滞債権　

３カ月以上延滞債権　

貸出条件緩和債権

－千円　

294,700千円　

29,536千円　

75,049千円　　　

　　　計　　　　　　　　　　　　　　　 399,285千円

(1）破綻先債権とは、元本または利息の支払いの遅

　延が相当期間継続していることその他の事由によ

　り元本または利息の取立てまたは弁済の見込みが

　ないものとして、未収利息を計上しなかった貸付

　金（以下、「未収利息不計上貸付金」）のうち、

　破産債権、更生債権その他これらに準ずる債権で

　であります。

(2）延滞債権とは、未収利息不計上貸付金のうち、

　破綻先債権に該当しないもので、債務者の経営再

　建または支援を図ることを目的として利息の支払

　いを猶予したもの以外の債権であります。 

(3）３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支

　払いが、約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延し

　ている貸付金で、破綻先債権及び延滞債権に該当

　しないものであります。

(4）貸出条件緩和債権とは、当該債権の回収を促進

　することなどを目的に、利息の支払猶予等、債務

　者に有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先

　債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当し

　ないものであります。

※３　個人向無担保貸付金　　　　　　　 267,178千円

　４　営業貸付金で、リボルビングによる契約（極度借

　　　入基本契約で自動更新）残高はありません。

　５　　　　　　　　　────

　

(1）破綻先債権とは、元本または利息の支払いの遅

　延が相当期間継続していることその他の事由によ

　り元本または利息の取立てまたは弁済の見込みが

　ないものとして、未収利息を計上しなかった貸付

　金（以下、「未収利息不計上貸付金」）のうち、

　破産債権、更生債権その他これらに準ずる債権で

　であります。

(2）延滞債権とは、未収利息不計上貸付金のうち、

　破綻先債権に該当しないもので、債務者の経営再

　建または支援を図ることを目的として利息の支払

　いを猶予したもの以外の債権であります。 

(3）３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支

　払いが、約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延し

　ている貸付金で、破綻先債権及び延滞債権に該当

　しないものであります。

(4）貸出条件緩和債権とは、当該債権の回収を促進

　することなどを目的に、利息の支払猶予等、債務

　者に有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先

　債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当し

　ないものであります。

※３　個人向無担保貸付金　　　　　　 193,461千円　

  ４　営業貸付金で、リボルビングによる契約（極度借

      入基本契約で自動更新）残高はありません。

　５　消費税等の取扱い

　　　　仮払消費税等および仮受消費税等は相殺のうえ、

　　　流動資産の「その他」および流動負債の「その他」　

　　　にそれぞれ含めて表示しておます。　

EDINET提出書類

ＲＨインシグノ株式会社(E03722)

半期報告書

25/50



 

（中間連結損益計算書関係）

　

当中間連結会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりです　

　　　費目　　　　　　　                  金額

　　　役員報酬　　　　　　　　　　　　　　30,145千円

　　　従業員給与賞与　　　　　　　 　　 　43,230千円　

　　　退職給付費用　　　　　　　　　       　479千円

　　　減価償却費　　　　　　             　3,255千円

　　　支払手数料　　　　　　　　　        22,436千円

　　　接待交際費　　　　　　　　　　　　　22,436千円　　　

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係）

当中間連結会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 9,714,000 10,000,000 － 19,714,000

自己株式     

普通株式 2,040 72,000 － 74,040

(注)１.普通株式の発行済株式数の増加10,000,000株は、第三者割当増資によるものであります。

　　２.普通株式の自己株式数の増加72,000株は無償譲渡を受けたことによるものであります。　

　　

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当中間連結会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

 １　現金及び現金同等物の期間末残高と中間連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

　

 現金及び預金 309,728

 現金及び現金同等物 309,728

　

（リース取引関係）

　　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

　　　　　前連結会計年度（平成24年３月31日）　

　　　　　１．金融商品の時価等に関する事項

　平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）を参

照下さい。）。

　

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 299,673 299,673 －

(2）短期貸付金　 25,000 25,000　 ―　

(3）営業貸付金 632,258 　 　

貸倒引当金 △339,148 　 　

利息返還損失引当金 △25,166 　 　

　 267,943 265,446 △2,497

資産計 592,616 590,119 △2,497

(1）短期借入金 4,641 4,641 －

(2）社債 50,000 49,592 △408

負債計 54,641 54,233 △408

　

（注）１．金融商品の時価の算定方法

　　　　　　資産

(1）現金及び預金　（2）短期貸付金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3）営業貸付金

期末現在の残高について、回収可能性を加味した元利金の見積将来キャッシュ・フローを市場金利で割

り引いた現在価値を時価としております。また、有担保のものについては、担保による回収見込額等に基

づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における連結貸借対照表計上額から現在の貸倒見

積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

　負債

(1）短期借入金

　　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2）社債

当社グループの発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味し

た利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　

（注２）　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品等

①　営業投資有価証券（連結貸借対照表計上額67,748千円）、投資有価証券（連結貸借対照表計上額166,819

千円）及び関係会社株式（連結貸借対照表計上額8,000千円）については市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象としておりません。

②　未収入金（連結貸借対照表計上額507,000千円）、差入保証金（連結貸借対照表計上額122,163千円）、出

資預り金（連結貸借対照表計上額500,000千円）及び長期預り敷金（連結貸借対照表計上額102,065千

円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることが出来ず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。　　　
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当中間連結会計期間（平成24年９月30日）

１．金融商品の時価等に関する事項

　平成24年９月30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません(（注２）

を参照下さい。）。

　

　 中間連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 309,728 309,728 －

(2）営業貸付金 487,563 　 　

貸倒引当金 △317,374 　 　

利息返還損失引当金 △24,211 　 　

　 145,977 143,556 △2,421

資産計 455,705 453,284 △2,421

(1）短期借入金 4,641 4,641 －

 (2）社債 50,000 49,780 △219

負債計 54,641 54,422 △219

　

（注１）　金融商品の時価の算定方法

資産

(1）現金及び預金これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

(2）営業貸付金

中間期末現在の残高について、回収可能性を加味した元利金の見積将来キャッシュ・フローを市場金利

で割り引いた現在価値を時価としております。また、有担保のものについては、担保による回収見込額等

に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間決算日における中間連結貸借対照表計上額から

現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

負債

(1）短期借入金

　　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2）社債

当社グループの発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味し

た利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　

（注２）　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品等

①　営業投資有価証券（中間連結貸借対照表計上額39,788千円）、投資有価証券（中間連結貸借対照表計上

額49,196千円）及び関係会社株式（中間連結貸借対照表計上額8,000千円）については市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象としておりません。

②　未収入金（中間連結貸借対照表計上額507,000千円）、差入保証金（中間連結貸借対照表計上額122,173

千円）、出資預り金（中間連結貸借対照表計上額500,000千円）及び長期預り敷金（中間連結貸借対照

表計上額107,553千円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることが出

来ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成24年３月31日）

１．その他有価証券

　 種類
　連結貸借対照表

　計上額（千円）
 取得原価（千円）   差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 1 1 0

(2）債券 　－ 　－ 　－

(3）その他 － － －

小計 1 1 0

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 　－ 　－ 　－

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 1 1 0

（注）　非上場株式等（連結貸借対照表計上額234,565千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　　　

　　　　２．減損処理を行った有価証券

　　　　　　該当事項はありません。

　　　　　　なお、「時価が著しく下落した」と判断する基準は、次のとおり定めております。　

 　　　　　　①　時価が取得原価に比べて50％以上下落

　　　　　　 ②　時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落し、かつ直近12ヶ月間の月末時価の平均値が取得原価

　　　　　　　　に比べて30％以上下落　

　

当中間連結会計期間（平成24年９月30日）

１．その他有価証券

　 種類
中間連結貸借対照表

計上額（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

中間連結貸借対照表計上

額が取得原価を超えるも

の

(1）株式 － － －

(2）債券  －  －  －

(3）その他 － － －

小計 － － －

中間連結貸借対照表計上

額が取得原価を超えない

もの

(1）株式 1 1 △0

(2）債券  －  －  －

(3）その他 － － －

小計 1 1 △0

合計 1 1 △0

（注）　非上場株式等（中間連結貸借対照表計上額88,983千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

　　　　２．減損処理を行った有価証券

　　　　　　当中間連結会計期間において、その他有価証券の株式について27,960千円の減損処理を行っております。

　　　　　　なお、「時価が著しく下落した」と判断する基準は、次のとおり定めております。　

 　　　　　　　①　時価が取得原価に比べて50％以上下落

　　　　　　　 ②　時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落し、かつ直近12ヶ月間の月末時価の平均値が取得

　　　　　　　　　原価に比べて30％以上下落　

　

EDINET提出書類

ＲＨインシグノ株式会社(E03722)

半期報告書

29/50



（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。 

　

（資産除去債務関係）

前連結会計年度末（平成24年３月31日）

　当社は、本社オフィスの不動産賃貸契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有してお

りますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期間が明確でなく、将来本社を移転する予定もないことから、資

産除去債務を合理的に見積ることができないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　

当中間連結会計期末（平成24年９月30日）

　当社は、本社オフィスの不動産賃貸契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有してお

りますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期間が明確でなく、将来本社を移転する予定もないことから、資

産除去債務を合理的に見積ることができないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　

（賃貸等不動産関係）

　該当事項ありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当中間連結会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社は、既存事業である「投融資事業」を基軸事業として展開しつつ、当社及び子会社で展開している

「不動産事業」と、新規事業として展開している「コンシューマー事業及び地域活性化事業」の３つを

報告セグメントとしております。

　「投融資事業」は、企業への投資、融資及び消費者金融を行っております。「不動産事業」は、所有して

いる賃貸用不動産の賃貸及び商業施設のサブリースを行っております。また、不動産販売事業も行って

おります。「コンシューマー事業及び地域活性化事業」は、中国人富裕層をターゲットとした滞在型リ

ゾートサービス及びそれに関連したコンサルティング等を北海道元気計画事業で行っております。

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と同一であります。なお、セグメント間の取引価格は市場価格等を勘案した一般

的な取引条件と同様に決定しております。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　 （単位：千円）

　

報告セグメント

合計
調整額
（注）１

中間連結
財務諸表
計上額

投融資事業 不動産事業

コンシュー
マー事業及び　
地域活性化
事業

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客に対する売上

高
15,082 170,026 13,725 198,833 － 198,833

セグメント間の内部売

上高
1,312 － － 1,312 △1,312 －

計 16,394 170,026 13,725 200,145△1,312 198,833

セグメント利益又は損失

（△）
3,950 △75,181△19,791△91,022△60,888△151,910

セグメント資産 278,0421,026,51020,9411,325,493277,4961,602,990

その他の項目 　 　 　 　 　 　

減価償却費 535 － － 535 2,720 3,255

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
－ － － － 2,798 2,798

　

（注）１.調整額の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）

利益又は損失

全社費用※ △59,575

その他の調整額 △1,312

合計 △60,888

　※全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

資産

全社資産※ 277,496

合計 277,496

※全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社の資産（現金及び預金、差入保証金等）であります。

　 （単位：千円）

減価償却費

全社費用※ 2,720

合計 2,720

※全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない全社に係る総務、経理などの費用です。

（単位：千円）

有形固定資産及び無形固定資産の増加額

全社資産※ 2,798

合計 2,798

※全社資産は、主に本社車両運搬具の増加であります。

　

２．セグメント利益又は損失（△）は中間連結財務諸表の営業損失（△）と調整を行っております。
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【関連情報】

　当中間連結会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高及び営業収益

　本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。

　

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％を占める顧客の名称・売上高及び

当該顧客との取引に関連する主な報告セグメントの名称は下記のとおりであります。

名称　 売上高（千円） 主な報告セグメントの名称

個人顧客 29,700 不動産事業

ミサワホーム北海道株式会社 52,800　 不動産事業

合計 82,500 　

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当中間連結会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

　該当事項はありません。　

　　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当中間連結会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

　　　　　　　該当事項はありません。

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当中間連結会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　
当中間連結会計期間

（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

(1）１株当たり中間純利益金額 1.84円

（算定上の基礎） 　

中間純利益金額（千円） 22,770

普通株式に係る中間純利益金額（千円） 22,770

普通株式の期中平均株式数（株） 12,352,572

　

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成24年９月30日）

１株当たり純資産額 15.98円 5.18円　

（算定上の基礎） 　 　

　純資産の部の合計額（千円） 155,172　 101,816　

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額　

（千円）
155,172 101,816

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（株）
9,711,960 19,639,960

　

（重要な後発事象）

当中間連結会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

  該当事項はありません。

 

（２）【その他】

①重要な訴訟事件

　当社の連結子会社であるインシグノパートナーズ株式会社は、平成23年３月10日、東京地方裁判所において、原

告日本エイム株式会社から、委任契約上の善管注意義務違反及び不法行為に基づく損害賠償訴訟を提起されてい

ます。なお、現在争点整理中であり、当社グループが負担することになる損害の有無、損害金については、現時点で

予測することは困難であります。

　

EDINET提出書類

ＲＨインシグノ株式会社(E03722)

半期報告書

34/50



２【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 211,000 229,813

営業貸付金 ※1, ※2
 632,258

※1, ※2
 487,563

営業投資有価証券 67,748 39,788

販売用不動産 112,149 117,557

関係会社短期貸付金 219,527 55,000

その他 16,501 17,526

貸倒引当金 △369,786 △317,374

流動資産合計 889,401 629,873

固定資産

有形固定資産

建物 16,898 16,898

減価償却累計額 △3,664 △5,083

建物（純額） 13,233 11,814

車両運搬具 2,240 2,300

減価償却累計額 △2,218 △382

車両運搬具（純額） 22 1,917

器具及び備品 16,631 17,130

減価償却累計額 △11,288 △12,109

器具及び備品（純額） 5,343 5,021

有形固定資産合計 18,598 18,752

無形固定資産 4,944 4,312

投資その他の資産

投資有価証券 166,819 49,196

関係会社株式 777 0

関係会社長期貸付金 146,400 276,400

その他 29,817 29,476

貸倒引当金 △147,679 △147,338

投資その他の資産合計 196,135 207,734

固定資産合計 219,678 230,799

資産合計 1,109,079 860,673
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

未払法人税等 4,049 3,615

その他 31,283 24,260

流動負債合計 35,333 27,875

固定負債

社債 50,000 50,000

利息返還損失引当金 924,913 790,826

退職給付引当金 6,251 6,730

繰延税金負債 70,333 －

固定負債合計 1,051,498 847,556

負債合計 1,086,832 875,431

純資産の部

株主資本

資本金 1,867,860 1,887,860

資本剰余金

資本準備金 1,408,930 1,428,930

資本剰余金合計 1,408,930 1,428,930

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △3,370,686 △3,331,513

利益剰余金合計 △3,370,686 △3,331,513

自己株式 △33 △33

株主資本合計 △93,930 △14,756

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 116,177 △1

評価・換算差額等合計 116,177 △1

純資産合計 22,247 △14,758

負債純資産合計 1,109,079 860,673
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②【中間損益計算書】
（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 16,394

売上原価 752

売上総利益 15,642

販売費及び一般管理費 152,501

営業損失（△） △136,859

営業外収益 ※2
 185,447

営業外費用 ※3
 27,961

経常利益 20,626

特別利益 ※4
 31,820

特別損失 ※5
 12,798

税引前中間純利益 39,648

法人税、住民税及び事業税 475

法人税等合計 475

中間純利益 39,173
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③【中間株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,867,860

当中間期変動額

新株の発行 20,000

当中間期変動額合計 20,000

当中間期末残高 1,887,860

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 1,408,930

当中間期変動額

新株の発行 20,000

当中間期変動額合計 20,000

当中間期末残高 1,428,930

資本剰余金合計

当期首残高 1,408,930

当中間期変動額

新株の発行 20,000

当中間期変動額合計 20,000

当中間期末残高 1,428,930

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △3,370,686

当中間期変動額

中間純利益 39,173

当中間期変動額合計 39,173

当中間期末残高 △3,331,513

利益剰余金合計

当期首残高 △3,370,686

当中間期変動額

中間純利益 39,173

当中間期変動額合計 39,173

当中間期末残高 △3,331,513

自己株式

当期首残高 △33

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 △33
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（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

株主資本合計

当期首残高 △93,930

当中間期変動額

新株の発行 40,000

中間純利益 39,173

当中間期変動額合計 79,173

当中間期末残高 △14,756

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 116,177

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△116,179

当中間期変動額合計 △116,179

当中間期末残高 △1

評価・換算差額等合計

当期首残高 116,177

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△116,179

当中間期変動額合計 △116,179

当中間期末残高 △1

純資産合計

当期首残高 22,247

当中間期変動額

新株の発行 40,000

中間純利益 39,173

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△116,179

当中間期変動額合計 △37,006

当中間期末残高 △14,758
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【継続企業の前提に関する事項】

当中間会計期間
（自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日）

Ⅰ.継続企業の前提に関する注記

　当社は、過年度より継続して営業損失を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような事象又は状況が存在しております。　

　当社といたしましては、以下の施策の実行により業績の回復に努め、当該状況の解消を目指してまいります。

１．今後の展開

　(1) 不動産事業　

　　　主に商業施設サブリース及びこれに付帯するテナント管理・運営を行っておりますが、不動産事業の多角化により収

益力のアップを図ります。具体的には、「リースバック事業」を柱として仕入強化および販売拡大を行い、業績向上

と黒字転換を目指してまいります。

　(2) コンシューマー事業

　　　平成24年３月にRHトラベラー北海道株式会社を立ち上げ、北海道民への旅行関連グッズ並びに海外お土産のカタ

　　ログ販売を行っております。また、中国への販売向け北海道産商品の開発を行い売り上げの拡大を目指してまいり

　　ます。　　

 （3）投融資事業（投資部門）

　　　当社が培ってきた経験およびネットワークを最大限活用し、日本並びに中国への投資を積極的に行ってまいります。

また、中長期投資の対象としてきた既存の投資先については、企業価値・将来性を見極めつつ出口戦略の意思決定を

速やかに行い、キャッシュフローの改善を図り、これにより得た投資資金を即効性の高い新たな投資案件に再投資す

るなどし、投資・回収をバランス良く進めてまいります。

２．経営体質の強化

　(1) 組織の再編

　　　当社は、事業構造改革を強力且つスピーディに推進する経営体制を確立すべく経営陣を入れ替え、経営体制を強

　　化するための布陣とする予定であります。

 （2）執行役員制度の導入

　　　当社グループは、平成24年4月1日より執行役員制度を導入し、各執行役員の権限と責任を明確にして、機動的な

　　事業運営を行ってまいります。

　(3) 経費削減

    　各事業の収益基盤を確保するとともに、収益バランスから適正人員の見直しを適宜図り、生産性を高める人員配

　　置を実践することにより、安定的な利益を確保するための費用の圧縮を行ってまいります。

　(4) 財務戦略

      流動性資金の運用として、各事業の資金計画に基づくポートフォリオを基に、効率的な資金運用と管理を徹底し

    てまいります。　

　

　しかし、これらの対応策を実行している途上であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま

す。なお、中間財務諸表は、継続企業を前提に作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を中間財務

諸表に反映しておりません。
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【重要な会計方針】

項目
当中間会計期間

（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

１　有価証券の評価基準及び評価方

法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

　ただし、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引

法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、持分相当額を

純額で取り込む方法によっております。

２　たな卸資産の評価基準及び評価

方法

販売用不動産

　個別法による原価法（中間貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）によっております。 

３　デリバティブの評価基準及び評

価方法

時価法によっております。

 

４　固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

建物（建物付属設備を除く）

①　平成10年３月31日以前に取得したもの

　旧定率法によっております。

②　平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの

　旧定額法によっております。

③　平成19年４月１日以降に取得したもの

　定額法によっております。 

 建物以外

①　平成19年３月31日以前に取得したもの

　旧定率法によっております。

②　平成19年４月１日以降に取得したもの

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　６～50年

車両運搬具　　　６年　

器具及び備品　　４～20年

　また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額

まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっておりま

す。　

　 (2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

 (3）長期前払費用

　均等償却しております。　

５　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(2）利息返還損失引当金

　利息制限法超過利息の返還による損失に備えるため、過去の返還実績に基づく

返還見込額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末の退職給付債務（簡便法に

よる中間期末自己都合要支給額）を計上しております。

EDINET提出書類

ＲＨインシグノ株式会社(E03722)

半期報告書

41/50



  

項目
当中間会計期間

（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

６　収益の計上基準 営業貸付金利息

　営業貸付金利息は、発生基準により計上しております。

　なお、営業貸付金に係る未収利息については、利息制限法利率又は当社約定利率

のいずれか低い方により計上しております。

７　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税込方式によっております。

 

【追加情報】

当中間会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

  該当事項はありません。
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【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

前事業年度
（平成24年３月31日）

当中間会計期間
（平成24年９月30日）

※１　不良債権の状況 ※１　不良債権の状況

破綻先債権 －千円

延滞債権 365,080千円

３ヵ月以上延滞債権 37,659千円

貸出条件緩和債権 93,481千円

計 496,220千円

(1)破綻先債権とは、元本または利息の支払いの遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元

本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないも

のとして、未収利息を計上しなかった貸付金（以下、

「未収利息不計上貸付金」）のうち、破産債権、更生

債権その他これらに準ずる債権であります。

(2)延滞債権とは、未収利息不計上貸付金のうち、破

綻先債権に該当しないもので、債務者の経営再建ま

たは支援を図ることを目的として利息の支払いを猶

予したもの以外の債権であります。

(3)３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払

いが、約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延してい

る貸付金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しない

ものであります。

(4）貸出条件緩和債権とは、当該債権の回収を促進

することなどを目的に、利息の支払猶予等、債務者に

有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先債権、延

滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないもので

あります。

※２　個人向無担保貸付金　　　

　　　 

267,178千円

　３　営業貸付金で、リボルビングによる契約（極度借

　　　入基本契約で自動更新）残高はありません。

　４　　　　　　　　　────

　

破綻先債権 －千円

延滞債権 294,700千円

３ヵ月以上延滞債権 29,536千円

貸出条件緩和債権 75,049千円

計 399,285千円

(1)破綻先債権とは、元本または利息の支払いの遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元

本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないも

のとして、未収利息を計上しなかった貸付金（以下、

「未収利息不計上貸付金」）のうち、破産債権、更生

債権その他これらに準ずる債権であります。

(2)延滞債権とは、未収利息不計上貸付金のうち、破

綻先債権に該当しないもので、債務者の経営再建ま

たは支援を図ることを目的として利息の支払いを猶

予したもの以外の債権であります。

(3)３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払

いが、約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延してい

る貸付金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しない

ものであります。

(4）貸出条件緩和債権とは、当該債権の回収を促進

することなどを目的に、利息の支払猶予等、債務者に

有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先債権、延

滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないもので

あります。

※２　個人向無担保貸付金 193,461千円

　３　営業貸付金で、リボルビングによる契約（極度借

　　　入基本契約で自動更新）残高はありません。

　４　消費税等の取扱い

　　　　仮払消費税等および仮受消費税等は相殺のうえ、

　　　流動資産の「その他」および流動負債の「その他」　

　　　にそれぞれ含めて表示しておます。　　
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（中間損益計算書関係）

当中間会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

　１　金融収益及び金融費用の中間損益計算書上の表示区　

分の基準は次のとおりであります。

(1) 営業収益として表示した金融収益

　投資有価証券受取配当金及び利息等を除くすべて

の金融収益

(2) 営業費用として表示した金融費用

　明らかに営業収益に対応しない支払利息等を除く

すべての金融費用

※２　営業外収益のうち主要なもの

　　　利息返還損失引当金戻入額　　　　　　34,244千円

　　　投資事業組合運用益　　　　　　　 　106,731千円　

　　　貸倒引当金戻入額　　　　　　　　　　41,328千円

※３　営業外費用のうち主要なもの

　　　営業投資有価証券評価損　　　　　　　27,960千円

※４　特別利益のうち主要なもの　　　

　　　投資事業組合運用益　　　　　　　　　31,820千円　

※５　特別損失のうち主要なもの

　　　課徴金　　　　　　　　　　　　　　　12,000千円

　６　減価償却実施額

　　　有形固定資産　　　　　　　　　　　 　2,624千円　

　　　無形固定資産　　　　　　　　         　631千円　

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 2,040 72,000 － 74,040

　(注)普通株式の自己株式の増加72,000株は無償譲渡を受けたことによるものであります。
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（リース取引関係）

該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

前事業年度末（平成24年３月31日）

　子会社株式（期末貸借対照表計上額は777千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、記載しておりません。　

　

当中間会計期間（平成24年９月30日）　

　子会社株式（中間貸借対照表計上額は0千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、記載しておりません。　

　　

（資産除去債務関係）

前事業年度末（平成24年３月31日）

　当社は、本社オフィスの不動産賃貸契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有してお

りますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期間が明確でなく、将来本社を移転する予定もないことから、資

産除去債務を合理的に見積ることができないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　

当中間会計期間末（平成24年９月30日）

　当社は、本社オフィスの不動産賃貸契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有してお

りますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期間が明確でなく、将来本社を移転する予定もないことから、資

産除去債務を合理的に見積ることができないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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（１株当たり情報）

　
当中間会計期間

（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

(1）１株当たり中間純利益金額 3.17円

（算定上の基礎） 　

中間純利益金額（千円） 39,173

普通株式に係る中間純利益金額（千円） 39,173

普通株式の期中平均株式数（株） 12,352,572

　

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当中間会計期間

（平成24年９月30日）

１株当たり純資産額 2.29円 △0.75円

（算定上の基礎） 　 　

純資産の部の合計額（千円） 22,247 △14,758

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（千円）
22,247 △14,758

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（株）
9,711,960 19,639,960

　　

（重要な後発事象）

当中間会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

  該当事項はありません。

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。　
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書、確認書

　事業年度（第53期）（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）平成24年６月29日北海道財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

平成24年12月26日

ＲＨインシグノ株式会社
 取締役会　御中  

 

 東京第一監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 茂木　亮一　　印 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るＲＨインシグノ株式会社の平成24年４月１日から平成24年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成24

年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。

　

中間連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸

表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を

作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関し

て投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を

策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間連結財

務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続

が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用な情

報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ＲＨインシグノ株式会社及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。

　

強調事項

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は過年度より継続して営業損失を計上していることによ

り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載さ

れている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は中間連結財務

諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が
別途保管しております。

２．中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。　
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

平成24年12月26日

ＲＨインシグノ株式会社
 取締役会　御中  

 

 東京第一監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 茂木　亮一　　印 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るＲＨインシグノ株式会社の平成24年４月１日から平成24年12月31日までの第54期事業年度の中間会計期間（平成24年

４月１日から平成24年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

　

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。

中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基

づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一

部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の

重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及

び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関

連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ

れた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ＲＨインシグノ株式会社の平成24年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成24年４月

１日から平成24年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

強調事項

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は過年度より継続して営業損失を計上していることによ

り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載さ

れている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は中間財務諸表に反

映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。　
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